様式第１号（第８条関係）
	番号
	


小規模企業者小口簡易資金借入申込書
　　年　　月　　日
野洲市長　　　　　　　　様 
　　　　　　　　　　　　　　　 申込人　住　　所　（〶　   －　　   ）　
        企業名(屋号)

                                       代表者名　　　　　　　　　　　　　　　実印　
                                       生年月日　　大・昭・平　  年　　　月　　　日
                                       電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　
　下記のとおり貸付を受けたいので、野洲市小規模企業者小口簡易資金貸付規則の規定により、関係書類を添付のうえ申込みをします。
　なお、本申込みの審査にあたり関係機関に照会・調査を行うことに異議なく同意するとともに調査に協力します。
	事業所所在地
	（〶　  －　   　）
℡　　　　　　　　　　　　

	会社概要
	業　種
	
	許認可事項
	取得日
	年　　月　　日

	
	
	
	
	番　号
	

	
	資本金
	千円　
	従業員
	常雇　人 家族・役員　人　臨時　人

	
	創業年月日
	明・大・昭・平　　　　　年　　　　月　　　　日

	
	滋賀県での営業開始日
	明・大・昭・平          年        月        日

	保証人
	ﾌﾘｶﾞﾅ
氏名
	大・昭・平　　年　月　　日生
	住　所
	℡　　　　　　　　

	
	ﾌﾘｶﾞﾅ
氏　名
	大・昭・平　　年　月　　日生
	住　所
	℡　　　　　　　　

	申　込
金　額
	円
	借入先
金融機関
	　　　　　　　　　　　銀行・信用金庫・信用組合
　　　　　　　　　　　本・支店

	借入期間
	ヶ月（うち据置　　　ヶ月）
	返済方法
	分割元金均等返済

	資　金
使　途
	内　　訳
	内容及び理由（具体的に記入して下さい）

	
	運転
　　　　千円
	

	
	
	同資金の借り換えの　有　・　無
（今回の申込み金額に同資金残高　　　　　　　千円を含む）

	
	設備
千円
	

	信用保証協会の保証残高
	有　（　　　　　　　　　千円）　・　　無


様式第２号(第８条関係) 　　　　　　
個人情報の提供に関する同意書
年　　月　　日
野　　 洲　　 市　　 長  あて
滋賀県信用保証協会理事長 あて
（受付機関）野洲市商工会  あて
(取扱金融機関)　　　　　 あて
住所　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　     氏名　　　　　　　　　　印
　私こと　　　　　は、（借入申込書　　　　が）野洲市小規模企業者小口簡易資金の利用にかかる事前相談を行うにあたり、以下のことについて同意します。また、正式に申込に至った場合にも同意します。
１　野洲市長及び野洲市商工会が保有する以下に掲げる私に関する個人情報を、借入申込者の利用状況の確認又は利用可能性の確認のため、（取扱金融機関）及び滋賀県信用保証協会に対して提供すること
　(1)　氏名・住所・連絡先等、属性に関する情報
　(2)　取扱商品、サービス内容、取引先等、経営内容に関する情報
　(3)　決算・税務申告に関する情報
　(4)　借入申込書類及び添付書類に記載された情報
２　（取扱金融機関）が保有する以下に掲げる私に関する個人情報が、借入申込者の利用状況の確認又は利用可能性の確認のため、野洲市長及び野洲市商工会並びに滋賀県信用保証協会に対して提供されること
　(1)　氏名・住所・連絡先等、属性に関する情報
　(2)　預金残高情報(過去のものを含む。)・資産に関する情報
　(3)　融資残高・返済状況等、与信取引に関する情報(過去のものを含む。)

　(4)　融資可能額
３　滋賀県信用保証協会が保有する以下に掲げる私に関する個人情報が、利用状況の確認又は利用可能性の確認のため、野洲市長及び野洲市商工会並びに（取扱金融機関）に対して提供されること、並びに以下の(1)及び(2)に掲げる個人情報が滋賀県信用保証協会と滋賀県信用保証協会以外の信用保証協会との間で授受されること
　(1)　氏名・住所・連絡先等、属性に関する情報
　(2)　保証利用残高・返済状況等、保証利用状況に関する情報(過去のものを含む。)

　(3)　保証利用可能額
様式第３号(第８条関係)

誓　約　書
年　　月　　日
野洲市長　様
野洲市商工会　様

住所　　　　　　　　　　　　
企業名　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　印
　私は、野洲市小規模企業者小口簡易資金の申込みにあたり、以下の事項について誓約し

ます。
　 なお、必要な場合には、以下の事項について滋賀県警察本部に照会することについて承諾します。
１　自己又は自社の役員等について、次の各号のいずれにも該当しません。
(1)　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。
　(2)　暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。
　(3)　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者
　(4)　暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与している者
(5)　暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
(6)　上記(1)から(5)までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利用するなどしている者
２　1の(2)から(6)までに掲げる者が役員等になり、又はその経営に実質的に関与している法人その他の団体にも該当しません。
